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用語の説明 

この手引き書で使用している用語の意味は次のとおりとする。 

用  語            意        味 

盛 土 規 制 法 宅地造成及び特定盛土等規制法 

土 砂 条 例 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例 

規     則 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則 

土  砂  等 土砂及び土砂に混入し、又は付着した物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物を除く。） 

埋 立 て 等 
土地の埋立て、盛土その他の土砂等の堆積 

(製品や製造又は加工のための原材料の埋立て、盛土の他の堆積を除く。) 

土砂等埋立等区域 土砂等による埋立て等を現に行う区域 

小規模特定事業 
土砂等埋立て等を行う事業であって、土砂等埋立等区域の面積が５００㎡以

上３，０００㎡未満であるもの 

小規模特定事業区

域 

小規模特定事業を行う一団の区域 

土砂等埋立等区域に加えて、現場事務所や駐車場、排水施設等区域が含まれる 

土 壌 検 査 土砂等を採取し、その土砂等に含まれている有害な物質の濃度を測定するも

の 

水 質 検 査 小規模特定事業区域から排出される水がある場合に、その水を採取し、その水

に含まれている有害な物質の濃度及び水素イオン濃度を測定するもの 

 

＜条例に係る問い合わせ 及び 申請・届出先＞  

みなかみ町役場 環境課 環境対策係 

    〒３７９－１３１４  利根郡みなかみ町布施２８０６番地１ 

TEL  ０２７８－６４－１１６８（直）   

FAX  ０２７８－６４－１０９７ 

 

＜群馬県許可案件（盛土規制法）に関する問合せ＞ 

     群馬県 県土整備部 建築課 

     〒３７１－８５７０   群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

TEL ０２７－２２６－３７０４ 

FAX ０２７－２２１－４１７１ 

 

＜群馬県届出案件（土砂条例）に関する問合せ＞ 

     群馬県環境森林廃棄物・リサイクル課 

     〒３７１－８５７０   群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

TEL ０２７－２２６－２８５１ 

FAX ０２７－２２３－７２９２ 
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Ⅰ みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例の流れ 

 

                   

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

                    

 

 

       

土 砂 等 の 埋 立 て 等 を 行 お う と す る 者 

埋立て等面積

が 500 ㎡以上

1.000 ㎡未満 

500 ㎡未満 3000 ㎡以上 

 

許可不要 

 

県条例適用 

 

許 可 申 請 添 付 書 類 を 確 認 

審   査 

許   可  

許 可 基 準 に 不 適 合 不 許 可 

埋立て等開始                （搬入１０日前までに「土書等搬入届出書」を提出） 

 

  

適用除外 

１．別の場所から土砂を搬入せず、当該工事を行う区域内に

おいて搬出・採取された土砂等による埋立て等 

２．国、地方公共団体その他規則で定める者が行う土砂等に

よる埋立て等 

３．他の法令又は条例の規定による許可その他の処分によ

る土砂等による埋立て等であって規則で定めるもの 

４．この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その

他の処分による義務の履行に伴う土砂等による埋立て等 

５・前各号に掲げるもののほか、規則で定める土砂等による

埋立て等 

許可中の遵守事項 

○施工管理者の設置 ○標識の掲示 ○帳簿の記載 

○定期的な土壌・水質検査 ○関係書類の備置き ○車両の表示 

埋立て等面積が

1,000 ㎡ 以 上

3,000 ㎡未満 

許可申請をする３０日

前までに近隣住民等へ

説明会又は戸別訪問を

実施し、その内容を町長

に報告。※２ 

※２ 近隣住民等 

ア．特定事業区域に隣接する土地の所有者、占有者及び管理者 

イ．特定事業区域に属する行政区の住民及び代表者 

ウ．特定事業区域からの土砂崩落、飛散又は流出の影響が懸念

される行政区の住民及び代表者 

エ．当該特定事業の施工により、前項の「ア．」、「イ．」、「ウ．」

に掲げる者と同程度の影響を受けると認められるもの 

（２ページへ続く）  

盛土規制法適用事業 

 

土砂等の搬入計画の届出 
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★注意 １ページ及び２ページの「     」（波線部分）は、令和 5年 9月改正。令和６年１月１日施行。 

        〃の「赤字部分」は令和７年３月改正。令和７年５月２６日施行 

計 画 の 変 更 

  

① 特定事業区域での事業期間

の短縮や搬入する土砂等の

減少、又はそれに係る変更 軽微変更届 

 

 

 

 

変 更 申 請 

＜改善命令＞ 

施工計画に不適合 

許可条件違反 

技術上の基準に不適当 

無届け搬入  等 

＜措置命令＞ 

災害等緊急性がある場合 

汚染土砂による埋立て等 変 更 許 可 

 

変 更 内 容 確 認 

     完  了  届    （ 完 成 後 1 0 日 以 内 に 提 出 ）  

 

  

  

    町 の 確 認    （ 是 正 が あ れ ば 対 応 ）       

  

 

  

変更許可申請をする

３０日前までに近隣

住民へ説明会埋を実

施し、その内容を町長

に報告。 

③ 上記①以外で、

埋立て等の面積

が 1,000 ㎡以上

3,000 ㎡未満の変

更 

② 上記①以外で、

埋立て等の面積

が 500 ㎡以上

1,000 ㎡未満の変

更 

埋立て等開始  ※P１の続き 
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Ⅱ－１ 小規模特定事業をする上での留意事項 

１ 他法令による規制の確認 

 小規模特定事業の実施場所、規模、態様等によっては、他法令の規制を受けることになります。土砂

条例に基づく許可申請とは別に各法令に基づく手続きが必要になります。小規模特定事業を行う前に

、他法令による規制の有無を十分確認して下さい。 

 

２ 土地所有者への説明 

 小規模特定事業が借地の場合は、土地所有者の承認書が必要です。 

 承認を受ける際は、後日紛争等が生じることがないように、事業計画の内容を土地所有者に十分説明

して下さい。 

 

 

３ 近隣住民等への説明（令和５年９月改正。令和６年１月１日施行） 

①土砂等の埋立て等区域面積が５００㎡以上１，０００㎡未満での小規模特定事業者の方については

、隣接土地所有者や近隣住民等と後日紛争等が生じることがないように、必要に応じて、事業計画

の内容を十分説明して下さい。 

②土砂等の埋立て等区域面積が１，０００㎡以上３，０００㎡未満での小規模特定事業者の方につい

ては、許可申請をしようとする３０日前までに近隣住民等への説明会又は戸別訪問を行い、その内容

を説明会等開催報告書（様式第３号の２）により町長に報告しなければなりません。変更許可申請に

ついても同じです。（※詳細は、５ページの「Ⅱ－２ 近隣住民等への説明の留意事項」に記載） 

 

 

４ 土砂等の性状による搬入の制限 

 次に掲げる土砂等は、小規模特定事業区域内に搬入してはいけません。 

 ① 土砂条例で定められている土壌基準に適合していないもの 

 ② 建設省令（現：国土交通省）で定められている第１種建設発生土、第２種建設発生土、第３種建

設発生土のいずれにも該当しないもの 

 ③ セメントや石灰等を混合したもの 

 ④ 産業廃棄物に該当する汚泥 

 

 

５ 小規模特定事業を行うことができる期間 

 許可を受けて、小規模特定事業を行うことができる期間は最長で３年です。小規模特定事業の期間を

延長する場合は、１年を超えて延長することはできません。 

 

６ 土砂等の搬入の事前届出 

 小規模特定事業に土砂等を搬入しようとするときは、搬入しようとする日の１０日前までに町長に届

け出なければなりません。搬入場所が変わらなくても、搬入量が５，０００㎥を超えるときは、５，
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０００㎥を超えるごとに届け出なければなりません。届出書には、土砂等排出元証明書や、土壌検査

証明書等を添付しなければなりません。 

 

７ 事業内容の変更 

 小規模特定事業の内容を変更しようとするときは、軽微な変更を除き、事前に変更の許可を受けなけ

ればなりません。 

 

８ 土壌検査・水質検査の実施 

 小規模特定事業区域内の土壌検査及び水質検査は６ヶ月ごとに実施し、検査結果を町長に報告しなけ

ればなりません。６ヶ月が経過しなくても、搬入した土砂等の数量が５，０００㎥を超えるときは、

５，０００㎥を超えるごとに検査を実施しなければなりません。検査に用いる試料を採取するときは

、町の担当職員（環境対策係）が立ち会いますので、事前に日程を調整して下さい。 

 

９ 立入検査への対応 

 小規模特定事業の実施中は、町の担当職員が随時立入検査を実施しますので、検査に応じて下さい。 

 検査の結果、問題が認められる場合は改善を指示しますので、指示に従って下さい。 

 

10 適正処理 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で定められた汚泥や「土壌汚染対策法施行規則」等に定める

基準に適合しない汚染土壌は、各個別法令によって定められた処理方法によって適正に処理して下さ

い。 

 

11 申請手数料について 

 許可についての申請手数料は下記のとおりとし、申請時に環境課窓口にて納付手続を行って下さい。 

 届出については手数料は不要です。 

 

  ・小規模特定事業許可申請手数料 

    １件につき ３０，０００円 

 

  ・小規模特定事業変更許可申請手数料 

    １件につき ２０，０００円 
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Ⅱ－２ 近隣住民等への説明の留意事項 

 

土砂等の埋立て等区域面積が１，０００㎡以上３，０００㎡未満での小規模特定事業

者の方については、許可申請をしようとする３０日前までに近隣住民等への説明会又は

戸別訪問を行い、その内容を説明会等開催報告書（様式第３号の２）により、速やかに町

長に報告しなければなりません。軽微な変更を除く変更許可申請についても同様です。 

 

 

 

（１）説明等をしなければならない近隣住民等の方は次のとおりです。 

  ア．特定事業区域に隣接する土地の所有者、占有者及び管理者 

イ．特定事業区域に属する行政区の住民及び代表者 

ウ．特定事業区域からの土砂崩落、飛散又は流出の影響が懸念される行政区の住民及び代表者  

エ．当該特定事業の施工により、前項の「ア．」、「イ．」、「ウ．」に掲げる者と同程度の影響を受けると認

められるもの 

 

 

 

（２）説明会等で説明する事項は次のとおりです。（※詳細は規則第８条の３を確認してく

ださい。） 

① 小規模特定事業区域の位置を示す図面 

② 小規模特定事業区域の付近の見取図 

③ 土砂等埋立区域の見取り図 

④ 小規模特定事業の申請者に関すること 

⑤ 小規模特定事業区域の土地の登記事項及び所有者に関すること 

⑥ 小規模特定事業の施工請負業者及び施工管理者に関すること 

⑦ 小規模特定事業区域の現況平面図・断面図及び面積計算に関すること 

⑧ 小規模特定事業区域の計画平面図・断面図及び排水計画図に関すること 

⑨ 土砂等埋立等区域の計画平面図・断面図及び面積計算に関すること 

⑩ 埋立て等をする土砂の予定容量に関すること 

⑪ 施工計画に関すること 

⑫ 土砂等の搬出入経路 

⑬ その他必要事項 

 

 

 

（３）説明会等を行った場合の報告様式は次（様式第３号の２）のとおりです。 
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様式第３号の２（第８条の２関係） 

 

説明会等開催報告書 

年   月   日 

 みなかみ町長  様 

住所 

申 請 者  氏名（法人は名称及び代表者氏名） 

電話番号   

 

 次のとおり、近隣住民等に対して説明会等を実施したので、みなかみ町土砂等による埋立て等の

規制に関する条例第８条の２第３項の規定により報告します。 

事 業 区 域 の 位 置 みなかみ町 

開 催 日 時  年  月  日  時  分から  時  分まで 

開 催 場 所    

開 催 方 法 説明会   ・   戸別訪問 

出 席 者 

（氏名及び住所は自署してください。） 

氏名 住所 

  

  

  

説 明 者 の 役 職 名 及 び 氏 名  

説 明 概 要 
   

 

説明経過 

氏名 発言内容（質問、意見等） 発言内容（応答） 

   

※出席者が記入欄数を超えるときは、別紙に記入してください。 

【添付資料】 

１．説明会等で使用した資料 

２．その他町長が必要と認めた書類 
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Ⅲ 施工方法 

（１）許可申請準備から埋立て準備までの施工方法 

 

 許可申請準備  

 ① 小規模特定事業区域・土砂等埋立等区域の確認 

  （小規模特定事業区域を明確にするため、木杭（赤スプレーを塗布）を打ちます。） 

② 測量を実施し、小規模特定事業区域の平面図・縦断図（側点間隔は原則２０ｍで、側点には木杭

（赤スプレー塗布）を打ちます。）・横断図・排水施設計画図等を作成。 

③ 上記①②の作業後に、小規模特定事業区域・土砂等埋立等区域の着工前の現況写真を撮影。 

 

 

 

 

 

                           

 

 

  

 町の確認  
 

 

 

 

 

 許可  
 

 

 

 

 施工準備工  

 

小規模特定事業区域には、標識（様式第１５号）を設置。（Ｐ８参照） 

 

 

 

許可申請に必要な書類を揃え、町に申請 

法人が申請する場合の主な添付書類 

○位置図・見取図 

○法人の登記事項証明書 

○法人の役員全員の住民票の写し 

○土地所有者の承認書 

○施工管理者の住民票の写し 

○小規模特定区域の現況平面図、断面図、

面積計算書、計画平面図、計画断面図及

び雨水排水図 

○土砂等埋立区域の計画平面図、計画断面

図及び面積計算書 

○予定容量計算書 
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様式第１５号（第１４条関係） 

 

 

備考 縦は１２０センチメートル以上、横は９０センチメートル以上とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模特定事業に関する標識 

許可を受けた年月日及

び 許 可 の 番 号 
年  月  日      みなかみ町指令 第    号 

埋 立 て 等 の 目 的  

小規模特定事業を行う

場 所 の 所 在 地 
 

小規模特定事業を行う

者 の 住 所 、 氏 名 

及 び 電 話 番 号 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

小規模特定事業の期間     年   月   日～   年   月   日 

小規模特定事業区域 

の 面 積 
                    ㎡ 

土砂等の排出場所及び

搬 入 予 定 数 量 

排出場所 

搬入予定数量              ㎥ 

施 工 管 理 者 の 氏 名  
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（２）土砂等搬入届出から完了検査まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 埋立て準備工  

 ① 地山勾配が１：４を超える傾斜地に埋立て等を行う場合は、埋立て土砂等が滑らないように、現

地盤に幅１ｍ以上の段切りを施工。  

 ② 土砂等埋立て計画に合わせ、丁張りを設置 

 

 

 埋立て工  

 ① 埋立て等の締め固めは、ブルドーザー又はバックホーで施工し、１層を３０㎝程度で層状に施工

しながら、法面を整形。 

 ② 法面は、埋立て等高さ（法面の最下部から最上部までの高さ）５ｍ以下の場合は１：１．８勾配

以上、５ｍを超える場合は１：２．０勾配以上で整形。 

 ③ 埋立て等高さ（法面の最下部から最上部までの高さ）５ｍごとに幅１ｍ以上の小段を設けるとと

もに、小段には水が溜まらないよう、５％程度の勾配を設ける。 

 ④ 日頃から搬入された土砂等の量がわかるように「小規模特定事業施工管理台帳（様式第１６号）

」を記帳。 

 ⑤ 要所ごとに写真撮影を行う。 

 ⑥ 埋立工については、以上のことを繰り返し、必要に応じて埋立て等法面保護のため、緑化等の法

面保護工を施工する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可後、土砂等搬入届出書を町に提出 

（搬入する日の１０日前まで） 

町の確認 

小規模特定事業完了届書（様式第１１号）提出後、町の検査を受けます。 

※出来形図面等（平面図、断面図、排水施設図、土砂等容量計算書等）を添付 
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Ⅳ 埋立て等施工中の土壌検査 

 

 土壌検査の実施方法  

  

  ① 小規模特定事業区域内の土壌検査は、土砂等の搬入を開始した日から６月ごと、又は搬入土量

５，０００㎥ごとに、町長の指定する職員の立ち会いの上、試料を採取し、土壌検査を行う。 

   

② 土壌検査のための試料とする土砂の採取は、土砂等埋立て等区域の中央地点及び当該中央地点

を交点に直角に交わる２直線上の当該中央地点から５ｍ～１０ｍまでの４地点の計５地点か

ら等量を採取し、採取後混合し、それぞれ１つの試料とする。 

   （当該地点がない場合にあっては、中央地点を交点に直角に交わる２直線上の当該中央地点と当

該区域の境界との中央地点４地点の計５地点。）   

 

③ 土壌検査は、施行規則別表第１（Ｐ１０参照）の項目の欄に掲げる項目ごとに、同表の測定方

法１の欄に掲げる測定方法により行う。 

 

 土壌検査の報告  

 

土壌検査は、小規模特定事業区域内に当該土砂等の搬入を開始した日から６月ごとに、前回の検査

基準日から６月を経過した日、又は小規模特定事業区域に搬入した土砂等が累計して５，０００㎥を

超えた日ごとに、該当項目の超えた日から１月以内に、下記の書類を添えて町に報告する。 

   

  ① 検体試料採取調書（様式第８号） 

 

  ② 土壌検査証明書（様式第９号） 

 

  ③ 当該検査のために採取した土砂等を採取した地点の位置図（縮尺１００分の１～１，０００分

の１） 

  

 ④ 上記③の採取状況を撮影した現場写真 
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別表第１（第３条、第 10 条、第 16 条関係） 

項目 基準値 測定方法 

カドミウム 検液１リットルにつき 0.003

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0102 の 55.2、55.3 又は 55.4 に定

める方法 

全シアン 検液中に検出されないこと。 日本産業規格 K0102 の 38 に定める方法（日本産

業規格 K0102 の 38・1・1 及び 38 の備考 11 に定

める方法を除く。）又は水質汚濁に係る環境基準に

ついて（昭和 46 年環境庁告示第 59 号。以下「昭

和 46 年環境庁告示第 59 号」という。）付表１に掲

げる方法 

有機燐
りん

 検液中に検出されないこと。 排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が

定める排水基準に係る検定方法（昭和 49 年環境庁

告示第 64 号。以下「昭和 49 年環境庁告示第 64

号」という。）付表１に掲げる方法又は日本産業工

業規格 K0102 の 31・1 に定める方法のうちガスク

ロマトグラフ法以外のもの（メチルジメトンにあ

っては、昭和 49 年環境庁告示第 64 号付表２に掲

げる方法） 

鉛 検液１リットルにつき 0.01

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0102 の 54 に定める方法 

六価クロム 検液１リットルにつき 0.02

ミリグラム以下 

日本産業規格K0102の65・2（日本産業規格K0102

の 65・2・2 及び 65・2・7 を除く。）に定める方

法 

砒
ひ

素 検液１リットルにつき 0.01

ミリグラム以下（埋立て等を

行う場所の土地利用目的が

農用地（田に限る。銅の項及

び別表第３備考第２号にお

いて同じ。）である場合にあ

っては、検液１リットルにつ

き 0.01 ミリグラム以下、か

つ、試料１キログラムにつき

15 ミリグラム未満） 

検液中濃度に係るものにあっては日本産業規格

K0102 の 61 に定める方法、農用地に係るものに

あっては農用地土壌汚染対策地域の指定要件に係

る砒素の量の検定の方法を定める省令（昭和 50 年

総理府令第 31 号）第１条第３項及び第２条に規定

する方法 

総水銀 検 液 １ リ ッ ト ル に つ き

0.0005 ミリグラム以下 

昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表２に掲げる方法 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表３及び昭和 49

年環境庁告示第 64 号付表３に掲げる方法 
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PCB 検液中に検出されないこと。 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表４に掲げる方法 

銅 埋立て等の用に供する場所

の土地利用目的が農用地で

ある場合にあっては、試料１

キログラムにつき 125 ミリ

グラム未満 

農用地土壌汚染対策地域の指定要件に係る銅の量

の検定の方法を定める省令（昭和 47 年総理府令第

66 号）第１条第３項及び第２条に規定する方法 

ジクロロメタン 検液１リットルにつき 0.02

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2

に定める方法 

四塩化炭素 検液１リットルにつき 0.002

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・

4・1 又は 5・5 に定める方法 

クロロエチレン 

（別名塩化ビニル

又は塩化ビニルモ

ノマー） 

検液１リットルにつき 0.002

ミリグラム以下 

地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成

9 年環境庁告示第 10 号。以下「平成 9 年環境庁告

示第 10 号」という。）付表に掲げる方法 

１・２―ジクロロエ

タン 

検液１リットルにつき 0.004

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1 又は

5・3・2 に定める方法 

１・１―ジクロロエ

チレン 

検液１リットルにつき 0.1ミ

リグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2

に定める方法 

１・２―ジクロロエ

チレン 

検液１リットルにつき 0.04

ミリグラム以下 

シス体にあっては日本産業規格 K0125 の 5・1、

5・2 又は 5・3・2 に定める方法、トランス体にあ

っては日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・

3・1 に定める方法 

１・１・１―トリク

ロロエタン 

検液１リットルにつき１ミ

リグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・

4・1 又は 5・5 に定める方法 

１・１・２―トリク

ロロエタン 

検液１リットルにつき 0.006

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・

4・1 又は 5・5 に定める方法 

トリクロロエチレ

ン 

検液１リットルにつき 0.01

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・

4・1 又は 5・5 に定める方法 

テトラクロロエチ

レン 

検液１リットルにつき 0.01

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・

4・1 又は 5・5 に定める方法 

１・３―ジクロロプ

ロペン 

検液１リットルにつき 0.002

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・1

に定める方法 

チウラム 検液１リットルにつき 0.006

ミリグラム以下 

昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表５に掲げる方法 

シマジン 検液１リットルにつき 0.003

ミリグラム以下 

昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表６の第１又は第

２に掲げる方法 

チオベンカルブ 検液１リットルにつき 0.02昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表６の第１又は第
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ミリグラム以下 ２に掲げる方法 

ベンゼン 検液１リットルにつき 0.01

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2

に定める方法 

セレン 検液１リットルにつき 0.01

ミリグラム以下 

日本産業規格 K0102 の 67・2、67・3 又は 67・4

に定める方法 

ふっ素 検液１リットルにつき 0.8ミ

リグラム以下 

日本産業規格K0102の34・1（日本産業規格K0102

の 34 の備考１を除く。）若しくは 34・4（妨害と

なる物質としてハロゲン化合物又はハロゲン化水

素が多量に含まれる試料を測定する場合にあって

は、蒸留試薬溶液として、水約 200 ミリリットル

に硫酸 10 ミリリットル、りん酸 60 ミリリットル

及び塩化ナトリウム 10 グラムを溶かした溶液と

グリセリン 250 ミリリットルを混合し、水を加え

て 1000 ミリリットルとしたものを用い、日本産

業規格K0170-6の６図２注記のアルミニウム溶液

のラインを追加する。）に定める方法又は日本産業

規格 K0102 の 34・1・1  c)（注(2)第３文及び日

本産業規格 K0102 の 34 の備考１を除く。）に定め

る方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法で

妨害となる物質が共存しないことを確認した場合

にあっては、これを省略することができる。）及び

昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表７に掲げる方法 

ほう素 検液１リットルにつき１ミ

リグラム以下 

日本産業規格 K0102 の 47・1、47・3 又は 47・4

に定める方法 

１・４―ジオキサン 検液１リットルにつき 0.05

ミリグラム以下 

昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表８に掲げる方法 

備考 この表の項目の欄中「有機燐」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN

をいう。 
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Ｖ 埋立て等施工中の水質検査 

 水質検査の実施方法  

 ① 小規模特定事業内に湧水や常流水が確認された場合、埋立て等施工前に多孔管や暗渠管等の排

水施設を埋設して、湧水や常流水を区域外へ排出する。このような暗渠排水施設から排出する

水がある場合に、水質検査を実施する。 

② 水質検査は、小規模特定事業区域に土砂等の搬入を開始した日から６月ごとに、及び搬入する

土砂の数量が５，０００㎥を超えるごとに、町長の指定する担当職員の立ち会いの上、試料を

採取し、施行規則別表第３の項目の欄に掲げる項目ごとに、同表の測定方法の欄に掲げる方法

により測定を行う。 

 

 水質検査の報告  

水質検査は、小規模特定事業区域に土砂等の搬入を開始した日から６月ごと、前回の検査基準日か

ら６月を経過した日、又は小規模特定事業区域に搬入した土砂等が累計して５，０００㎥を超えた日

ごとに、該当項目の超えた日から１月以内に、下記の書類を添えて町に報告する。 

②  検体試料採取調書（様式第８号） 

  ② 水質検査証明書（様式第１９号） 

  ③ 当該検査のために採取した排水を採取した地点の位置図（縮尺１００分の１～１，０００分の

１） 

③  上記③の採取状況を撮影した現場写真 

 

別表第３（第 17 条関係） 

項目 測定方法 

カドミウム 日本産業規格 K0102 の 55・2、55・3 又は 55・4 に定める方法 

全シアン 日本産業規格 K0102 の 38・1・2（日本産業規格 K0102 の 38 の備考 11 を除

く。以下同じ。）及び 38・2 に定める方法、日本産業規格 K0102 の 38・1・2 及

び 38・3 に定める方法、日本産業規格 K0102 の 38・1・2 及び 38・5 に定める

方法又は昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表１に掲げる方法 

有機燐 昭和 49 年環境庁告示第 64 号付表１に掲げる方法又は日本産業規格 K0102 の

31・1 に定める方法のうちガスクロマトグラフ法以外のもの（メチルジメトン

にあっては、昭和 49 年環境庁告示第 64 号付表２に掲げる方法） 

鉛 日本産業規格 K0102 の 54 に定める方法 

六価クロム 日本産業規格 K0102 の 65・2（日本産業規格 K0102 の 65・2・2 及び 65・2・

7 を除く。）に定める方法 

砒素 日本産業規格 K0102 の 61・2、61・3 又は 61・4 に定める方法 

総水銀 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表２に掲げる方法 

アルキル水銀 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表３に掲げる方法 

PCB 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表４に掲げる方法 
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銅 日本産業規格 K0102 の 52・2、52・3、52・4 又は 52・5 に定める方法 

ジクロロメタン 日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2 に定める方法 

四塩化炭素 日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・4・1 又は 5・5 に定める方

法 

クロロエチレン（別

名塩化ビニル又は

塩化ビニルモノマ

ー） 

平成 9 年環境庁告示第 10 号付表に掲げる方法 

１・２―ジクロロエ

タン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1 又は 5・3・2 に定める方法 

１・１―ジクロロエ

チレン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2 に定める方法 

１・２―ジクロロエ

チレン 

シス体にあっては日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2 に定める方

法、トランス体にあっては日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・1 に

定める方法 

１・１・１―トリク

ロロエタン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・4・1 又は 5・5 に定める方

法 

１・１・２―トリク

ロロエタン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・4・1 又は 5・5 に定める方

法 

トリクロロエチレ

ン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・4・1 又は 5・5 に定める方

法 

テトラクロロエチ

レン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2、5・3・1、5・4・1 又は 5・5 に定める方

法 

１・３―ジクロロプ

ロペン 

日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・1 に定める方法 

チウラム 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表５に掲げる方法 

シマジン 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表６の第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカルブ 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表６の第１又は第２に掲げる方法 

ベンゼン 日本産業規格 K0125 の 5・1、5・2 又は 5・3・2 に定める方法 

セレン 日本産業規格 K0102 の 67・2、67・3 又は 67・4 に定める方法 

ふっ素 日本産業規格 K0102 の 34・1（日本産業規格 K0102 の 34 の備考１を除く。）

若しくは 34・4（妨害となる物質としてハロゲン化合物又はハロゲン化水素が

多量に含まれる試料を測定する場合にあっては、蒸留試薬溶液として、水約 200

ミリリットルに硫酸 10 ミリリットル、りん酸 60 ミリリットル及び塩化ナトリ

ウム 10 グラムを溶かした溶液とグリセリン 250 ミリリットルを混合し、水を

加えて 1000 ミリリットルとしたものを用い、日本産業規格 K0170-6 の６図２

注記のアルミニウム溶液のラインを追加する。）に定める方法又は日本産業規格
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K0102 の 34・1・1 ｃ）（注(2)第３文及び日本産業規格 K0102 の 34 の備考１

を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法で妨害となる物

質が共存しないことを確認した場合にあっては、これを省略することができ

る。）及び昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表７に掲げる方法 

ほう素 日本産業規格 K0102 の 47・1、47・3 又は 47・4 に定める方法 

１・４―ジオキサン 昭和 46 年環境庁告示第 59 号付表８に掲げる方法 

水素イオン濃度 日本産業規格 K0102 の 12・1 に定める方法又は昭和 49 年環境庁告示第 64 号

に定める方法 

備考 

１ この表の項目の欄中「有機燐」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN

をいう。 

２ この表の項目の欄中「銅」の検査は、土砂等による埋立て等の用に供する場所の利用目的が農

用地である場合に行う。 
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Ⅵ 標準図   ＊図についてはイメージ図です。 

図－１「土砂等埋立て等高さ」とは 

 

小規模特定事業により生じる法面の最下部（擁壁を用いる場合にあっては、当該擁壁の上端）と最

上部との高低差をいう。 

 

 

 

 

図－２ 
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図－３（丁張り） 

 

図－４（小段の構造） 

 

図－５（軽微変更図面・出来形図面の作成方法） 

※当初設計線は点線で記入し、変更設計線及び出来形線は実線で記入する。 
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図－６ 
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図－７ 土砂等埋立て高さと法面勾配 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８（変更図面の作成方法） 

※当初設計線は点線で記入し、変更設計線及び出来形線は実線で記入する。 
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別記１    小規模特定事業許可申請(届出)書の記載要領 

 

１ 申請書の提出方法等 

（１） 申請書は、フラットファイル、ファイルケース等で製本すること。 

（２） 提出部数は正本１部 副本２部とする。 

 

２ 使用する様式 

「小規模特定事業許可申請書（様式第２号）を使用すること。 

 

３ 埋立て等の目的 

建設残土の処分、宅地造成、農地改良、一時保管等、具体的な埋立ての目的を記入すること。 

 

４ 小規模特定事業を行う面積及び土砂等埋立て等区域の面積 

面積は面積計算書（小数点以下２桁）により算出された面積で、小数点以下１桁（下２桁切り捨て

）まで記載する。 

 

５ 小規模特定事業を行う期間 

小規模特定事業を行う期間は、最長で３年とすること。 

 

６ 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量 

規則第７条第３項第１１号による計画縦断面図及び計画横断面図により算出された土砂等の数量で

、小数点以下１桁（下２桁切り捨て）まで記載する。 

 

７ 小規模特定事業の施工に関する計画 

別記 小規模特定事業の施工に関する計画書に従い作成すること。 

 

８ 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画 

別記 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画書に

従い作成すること。 

 

９ 施工管理者の氏名、住所 

通常所在する事務所等の所在地及び、電話番号を記載すること。 
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小規模特定事業許可申請に必要な書類及び添付図面一覧表 

書

類

番

号 

申請書・添付図面 

様 式

の 有

無 

作成上の留意事項及び明示する事項 縮尺等 

１ 
小規模特定事業許可申請

書（様式第２号） 
有 

別記１「小規模特定事業許可申請書の記載

要領」を参照のこと 
 

２ 
小規模特定事業の施工に

関する計画 
有 

別記２「小規模特定事業の施工に関する計

画書」に基づき作成し、必要に応じて別紙を

添付すること。 

 

３ 

小規模特定事業区域の周

辺の地域の生活環境の保

全及び災害の発生の防止

に関する計画書 

有 

別記３「小規模特定事業区域の周辺の地域

の生活環境の保全及び災害の発生の防止に

関する計画書」に基づき作成すること。 

 

４ 
小規模特定事業区域の位

置を示す図面 
無 

道路、地勢等周辺の状況が容易に把握でき

るもので、方位及び小規模特定事業区域の

位置が記載されているもの。 

1／10,000 

５ 

小規模特定事業区域の見

取図 
無 

小規模特定事業区域及び土砂等埋立等区域

の周辺の状況が容易に把握できるものであ

ること。 

1／100 

～ 

1／1,000 
土砂等埋立等区域の見取

図 

６ 

申請者の住民票の写し（法

人の場合にあっては、法人

の登記事項証明書及び法

人の役員の住民票の写し） 

－ 

申請日前３月以内に発行されたものである

こと。 

 

 

７ 

直近３年の所得税の納付

すべき額及び納付済み額

を証する書類、事業税の納

付すべき額及び納付済み

額を証する書類 

－ 申請者が個人である場合、添付すること。  

８ 

直近３年の各事業年度に

おける貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算

書、個別注記表、法人税の

納付すべき額及び納付済

額を証する書類、事業税の

納付すべき額及び納付済

額を証する書類 

－ 申請者が法人である場合、添付すること。  

 



- 23 - 

 

 

９ 

小規模特定事業区域の土

地の登記事項証明書及び

不動産登記法第１４条第

１項に規定する地図の写

し又は同条第４項に規定

する地図に準ずる図面の

写し 

－ 

・申請日前３月以内に発行されたものであ

ること。 

・小規模特定事業区域が明示されており、

小規模特定事業区域及び隣接地の地目、

謄写した法務局名、作成年月日及び作成

者氏名が記載され、作成者の押印がなさ

れているものであること。 

 

１０ 

申請者が小規模特定事業

区域内の全部又は一部の

土地の所有権を有しない

場合にあっては、当該所

有権を有しない土地を使

用する権原を証する書類 

無 例）当該土地の賃貸借契約書等の写し  

１１ 

小規模特定事業の施工が

請負によって行われる場

合にあっては、当該請負

の契約書の写し 

無   

１２ 
施工管理者の住民票の写

し 
－ 

・申請日前３月以内に発行されたものであ

ること。 
 

１３ 

小規模特定事業区域の現

況平面図、現況断面図及

び面積計算書 

無 

・断面図は、縦断面図及び横断面図とする。 

・縦断図の測点は原則２０ｍ間隔とし、形

状が変化する地点に測点を設けるものと

する。 

・横断面図は縦横断面図の測点ごとに作成

する。 

・面積は小数点以下１桁（下２桁切り捨て）

まで表示する。 

平面図 

1／100～1／1,000 

縦断面図 

1／100～1／1,000 

横断面図 

1／100～1／1,000 

１４ 

小規模特定事業区域の計

画平面図、計画断面図、

雨水排水計画図 

１５ 

土砂等埋立等区域の計画

平面図、計画断面図及び

面積計算書 

１６ 
埋立て等をする土砂の予

定容量計算書 
無 

・規則第７条第３項第１１号による計画縦断

面図及び計画横断図により算出すること。 

・土砂の予定容量は、小数点以下１桁（下２

桁切り捨て）まで表示すること。 

 

１７ 

当該土砂等による埋立等

の構造の安定計算を行っ

た場合に当たっては当該

安定計算を記載した書面 

無 
埋立て等の高さが１５ｍを越える場合に

作成すること。 
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１８ 

 

 

 

             

                 

擁壁を設置する場合にあ

っては、当該擁壁の構造

計画並びに応用力算定及

び断面算定を記載した構

造計算を記載した書面・

擁壁の設計根拠資料及び

設計図 

 

 

無 

 

 

 

 

 

 

・擁壁の設計根拠資料及び設計図 

・擁壁の構造、規模を示す図面 

・別記１０「擁壁の基準」に基づく構造計算

によって、安全が確認されているもの  

構造図 

1／100～1／500 

１９ 

小規模特定事業区域にお

ける排水施設の構造計画

図並びに流出量算定及び

排水断面算定を記載した

書面 

無 

・湧水が確認できる土地、地表水が集中し

やすい土地、及び自然排水を遮断するよ

うな地形構造の場合には、暗渠排水施設

の設置等排水に係る施設やその他有効な

排水に係る措置を講じること。 

・流出量の算定に用いる降雨強度、流出係

数等については群馬県「開発許可制度の

手引き」に基づくこと。 

・浸透施設の設置にあたっては、盛土部分

及びがけ、擁壁等の付近へは設けないこ

と。 

 

２０ 

法令等に基づく許認可等

を要するものである場合

にあっては、小規模特定

事業が当該法令等に基づ

く許認可等を要するもの

であることを示す書面 

－ 

当該行為の許認可等の通知等であること。 

ただし、許認可等の決定がなされていない

場合には、申請書の写し（提出先の受付印が

押されているものに限る。） 
 

２１ 

土砂等による埋立て等に

係る土地所有者の承認書

（様式第３号） 

有 

住所・氏名及び日付は、土地所有者が個人の

場合には自署していること。  

２２ 

全各号に掲げるもののほ

か、町長が必要と認める

書類 

無 

・現況写真 

 ① 小規模特定事業区域の全景がわかる

ように撮影すること。 

 ② 小規模特定事業区域の現況平面図に

撮影位置を記入すること。 

・その他、個別案件ごとに必要と認める書

類の添付を求めることがあります。 
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様式第２号（第７条関係） 

（表） 

小規模特定事業許可申請書 

年  月  日  

 みなかみ町長 あて 

住  所                      

申請者 氏  名  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名）  

電話番号                       

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定による許可を受けたいの

で、次のとおり申請します。 

埋 立 て 等 の 目 的  

小規模特定事業区域の 

位 置 及 び 面 積 
位置 面積（実測）    ㎡ 

土 砂 等 埋 立 等 区 域 の 

位 置 及 び 面 積 
位置 面積（実測）    ㎡ 

小規模特定事業を行う

期 間 
    年  月  日から    年  月  日まで 

小規模特定事業区域に 

搬入する土砂等の数量 
                       ㎥ 

小規模特定事業の施工
に 関 す る 計 画   

小規模特定事業区域の
周辺の地域の生活環境
の保全及び災害の発生
の防止に関する計画  

 

施工管理者の氏名及び 
住所並びに通常所在す 
る事務所等の所在地及 
び 電 話 番 号 

 

 
氏名 
 
住所 
 

通常所在する事務所等の所在地 

 

通常所在する事務所等の電話番号 

そ の 他  

備考 小規模特定事業の施工に関する計画並びに小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び
災害の発生の防止に関する計画の欄に記入しきれない場合には「別紙のとおり」と記入し、それらの計
画書を添付すること。 
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（裏）  

添
付
書
類 

１ 小規模特定事業区域の位置を示す図面                  

２ 小規模特定事業区域の付近の見取図                   

３ 土砂等埋立等区域の見取図                       

４ 申請者が個人である場合にあっては、申請者の住民票の写し 

５ 申請者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書、法人の役員の全員の住民票の

写し 

６ 申請者が小規模特定事業区域内の全部又は一部の土地の所有権を有しない場合にあっては、

当該所有権を有しない土地を使用する権原を証する書類 

７ 小規模特定事業の施工が請負によって行われる場合にあっては、当該請負の契約書の写し 

８ 施工管理者の住民票の写し 

９ 小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書 

10 小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図及び雨水排水図 

11 土砂等埋立等区域の計画平面図、計画断面図及び面積計算書 

12 埋立て等をする土砂等の予定容量計算書 

13 条例第８条第２号の規則で定める技術上の基準にしたがって、土砂等による埋立て等の構造

の安定計算を行うときは、当該安定計算を記載した書面 

14 擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁の構造計画及び構造計算を記載した書面（応力算

定及び断面算定を記載した書面を含む。）         

15 雨水等を適切に排水しなければ埋立て等をした土砂等が流出し、又は崩落による災害が発生

するおそれがある場合にあっては、当該特定事業区域における排水施設の構造計画図並びに流

出量算定及び排水断面算定を記載した書面 

16 法令等に基づく許認可等を要するものである場合にあっては、小規模特定事業が当該法令等

に基づく許認可等を要するものであることを示す書類       

17 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 

 

 

 処理欄(記載しないでください。) 

受付番号 
年  月  日 

第    号 

手数料欄 

許可番号 
年  月  日 

み町 指令第 号 
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様式第３号（第８条関係） 

 

小規模特定事業に係る土地所有者の承認書 

 

 

  小規模特定事業許可申請者（            ）が当方の所有地である次表の土地において

行う小規模特定事業については、異議がないので承認します。 

所在地及び地番 地目 地積（公簿）（㎡） 備考 

    

    

    

    

 

  また、承認の前提として、次の事項について、小規模特定事業許可申請者から、 

     年    月    日  に説明を受け、その内容を確認しました。 

１ 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務 所の所在地） 

２ 小規模特定事業区域の位置及び面積 

３ 小規模特定事業の期間 

４ 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量 

５ 小規模特定事業の施工に関する計画 

６ 小規模特定事業に供する施設の設置計画（施設の位置を含む。） 

７ 小規模特定事業が完了した場合の特定事業区域の出来形 

８ 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画 

９ 小規模特定事業の施工を管理する者（施工管理者）の氏名 

10  小規模特定事業の施工を管理する事務所の所在地及び電話番号 

 上記のとおり、承認したことを証するため、署名します。 

    年     月     日 

土地所有者    住所 

                  氏名                

                               （法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

                電話番号 

 

 注  土地所有者が法人の場合は、署名に代えて記名を行うことができる。 
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別記様式第２０号（規格Ａ４）（第２２条関係） 

（表） 

小規模特定事業に係る土砂等搬入計画届出書 

年   月   日 

 みなかみ町長 あて 

住 所 

届 出 者  氏 名                

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名

称及び代表者の氏名） 

電 話 番 号              

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第２２条第１項の規定により、次のとおり届

け出ます。 

埋 立 て 等 の 目 的  

小規模特定事業区域の 

位 置 及 び 面 積 

位 置 

 

面 積 （ 実 測 ） 

㎡  

土砂等埋立等区域の 

位 置 及 び 面 積 

位 置 

 

面 積 （ 実 測 ） 

㎡  

小規模特定事業を行う

期 間 
   年   月   日  ～    年   月   日 

小規模特定事業区域に 

搬入する土砂等の数量 

 

ｍ３    

土砂等埋立等区域の周

辺の地域の生活環境の

保全及び災害の発生の

防止に関する計画 

 

そ の 他  

 備考 小規模特定事業の施工に関する計画並びに小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保

全及び災害の発生の防止に関する計画の欄に記入しきれない場合には「別紙のとおり」と記入

し、それらの計画書を添付すること。 

（裏） 
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添
付
書
類 

１ 小規模特定事業区域の位置を示す図面                  

２ 小規模特定事業区域の付近の見取図                   

３ 申請者が個人である場合にあっては、申請者の住民票の写し 

４ 申請者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書 

５ 小規模特定事業区域の登記事項証明書及び不動産登記法第１４条第１項に規定

する地図の写し又は同条第４項に規定する地図に準ずる図面の写し 

６ 小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書 

７ 小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図 

８ 埋立て等をする土砂等の予定容量計算書 

９ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 
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様式第２１号（規格Ａ４）（第２３条関係） 

 

 

小規模特定事業に係る土砂等の搬入計画に係る変更届出書 

 

年   月   日  

 

  みなかみ町長 あて 

 

住所                 

届出者 氏名                

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その

名称及び代表者の氏名） 

電話番号               

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第２３条第１項の規定により、小規模特定事

業に係る土砂等の搬入計画に係る変更について、次のとおり届け出ます。 

搬入計画の届出年月

日 
   年  月  日 

変更の内容 変 更 前 変 更 後 

   

 

変更の理由 

 

 

 備考 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則第２２条第２項各号に掲げる

書類のうち変更に係る事項に関するものを添付すること。 
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別記２ 

 

 

小規模特定事業の施工に関する（変更）計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工期間  自  許可日 

 

至      年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者                  
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１ 現場組織表 

 

 ① 事業者名   住   所 

  

          氏   名 

          電   話 

 

 ② 現場施工体制 施工管理者 

          電   話 

 

          重機責任者 

          電   話 

 

          事務責任者 

          電   話 

 

 

２ 小規模特定事業に使用する機械、資材 

 

１）使用機械 

名  称 規  格 数  量 備  考 

    

    

    

    

    

 

２）使用資材 

名  称 規  格 数  量 備  考 

    

    

    

    

    

３ 施工内容 
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【技術上の基準】（規則別表第２） 

 

１ 土砂等埋立等区域の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑りが生じないようにくい

打ち、土の置換えその他の措置が講じられること。 

２ 著しく傾斜をしている土地において、施工する前の地盤と埋立て等をされる土砂等との接する面が滑

り面とならないように当該地盤の斜面に段切り等の措置が講じられること。 

３ 土砂等による埋立埋立て等の高さ及び法面の勾配は、次の表のとおりとする。 

土砂等による埋立て等の高さ 法面の勾配 

15メートル超 安定計算を行い、安全が確保される勾配 

15メートル以下 垂直１メートルに対する水平距離が２メートル以上の勾配 

５メートル以下 垂直１メートルに対する水平距離が1.8メートル以上の勾配 

 

４ 擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第６

条から第１０条までの規定に適合すること。 

５ 土砂等による埋立て等の高さが５メートル以上である場合にあっては、土砂による埋立て等の高さ５

メートルごとに幅１メートル以上の段を設けること。 

６ 土砂等による埋立て等の完了等の後に地盤の緩み、沈下又は崩壊が生じないよう締め固めその他の措

置が講じられること。 

７ 土砂等による埋立て等の完了後の法面は、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等によって風化その他

の浸食から保護する措置が講じられること。 

８ 湧水の多い土地に土砂等による埋立て等を行う場合にあっては、有孔管等による排水施設を設け、雨

水等を適切に排水しなければ埋立て等を行う土砂等が流出し、又は災害が発生するおそれがある場合

は、十分な能力及び構造を有する排水施設を設けること。 

 

【指 針】 

１ 地山勾配が１：４を超える傾斜地に埋立て等を行う場合は、現況地盤に幅１ｍ以上の段切りを行うこ

と。 

２ 土砂等の締固めは、ブルドーザー又はバックホーを用い、１層を３０ｃｍ程度として行うこと。 

３ 法面に設けた小段は、水が溜まらないように、５％の勾配を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 



- 34 - 

 

工程表 

 

 
年

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

　　　排水施設工

　　　法面保護工

完了届提出

準備工事

　　　測量等計画・準備

　　　伐採・伐根

　　　資材搬入路工

防災工

　　　地盤改良工

擁壁工

土工事

　　　土砂搬入届提出

　　　土砂防止柵工

　　　排水工

　　　沈砂池工

   　　年     　　年   　　年工程

　　　土砂埋立工



- 35 - 

 

別記３ 

 

 

 

小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全 

及び災害の発生の防止に関する計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工期間  自  許可日 

 

至     年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者                  
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１ 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画 
 

【指 針】 

粉じんの飛散防止対策 
小規模特定事業区域が「大気汚染防止法」に基づく一般粉じん発生施設に

該当する場合は、当該施設の管理に関する基準に適合すること。 

騒音防止対策 

振動防止対策 

１ 土砂等を搬入する時間帯及び埋立て等の作業を行う時間帯は、原則とし

て、日曜日・祝日及び年末年始を除く日の午前７時から午後７時までとする

こと。 

２ 小規模特定事業区域内で行う作業が「騒音規制法」又は「群馬県の生活

環境を保全する条例」に基づく特定建設作業に該当する場合は、これらの法

令に基づく騒音の規制基準に適合すること。 

３ 小規模特定事業区域の周辺の地域における騒音の大きさが、騒音に係る

環境基準に適合すること。 

４ 小規模特定事業区域内で行う作業が「振動規制法」又は「群馬県の生活

環境を保全する条例」に基づく特定建設作業に該当する場合は、これらの法

令に基づく振動の規制基準に適合すること。 

５ 土砂等を搬入する事業者及びその搬入車両の運転者に対し、小規模特定

事業区域の周辺の住宅地内を通行する際は徐行するよう要請すること。 

６ 土砂等を搬入する事業者及びその搬入車両の運転者に対し、過積載を行

わないよう要請すること。 

交通安全対策 

１ 小規模特定事業区域から公道への土砂等の撒き出しを防止すること。 

２ 土砂等の搬入路が通学路に当たる場合は、みなかみ町教育委員会と協議

の上、搬入の時間帯を調整すること。 

３ 搬入路の幅員等の状況により、交通事故の発生が懸念される場合は、交

通誘導員の配置や交通安全施設の設置等の措置を講ずること。 

周辺住民の安全対策 

１ 埋立て等区域に、人がみだりに立ち入ることを防止するためのさく等を

設けること。 

２ 小規模特定事業区域の出入口は、原則として1 箇所とし、作業終了後は

施錠すること。 

その他 
土砂等を搬入する事業者及びその搬入車両の運転者に対し、規則で定めら

れている車両の表示を行うよう要請すること。 
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２ 小規模特定事業区域の災害の発生の防止に関する計画 

 
【指 針】 

緊急連絡体制の整備 

災害の発生が切迫し、又は災害が発生した場合に備えて、関係者及び関係

行政機関との緊急連絡体制を整備するとともに，その内容を作業従事者等に

十分周知徹底すること。 

災害の発生を防止する

ための応急対策 

災害の予兆が認められるときは、次のような応急措置を講じること。 

１ 地割れ（クラック）が生じたときは、ビニールシートで覆うなどして雨

水の浸透を防ぐ。 

２ 法面が崩壊したときは、応急的に柵工を施工し、法面の安定を図る。（下

図「柵工施工図」参照） 

３ 雨水や湧水により法面が浸食されたときは、必要な箇所に排水施設を設

置する。 
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別記４        土砂等搬入届出書の記載要領 

 

１ 使用する様式 

「土砂等搬入届出書（様式第６号）」を使用すること。 

 

２ 搬入する土砂の予定容量 

「土砂等排出元証明書（様式第７号）」記載の土量を記載すること。 

（※土砂等排出元証明書（様式第７号）記載の土量は最大５，０００㎥） 

 

 

土砂等搬入届出書及び添付書類一覧 

 

書類

番号 
届出書・添付図面 

様 式 の

有無 
作成上の留意事項及び明示する事項 縮尺等 

１ 
土砂等搬入届出書 

（様式第６号） 
有 

・土砂等の搬入予定量は、発生元証明書記載

の土量の合計を記載すること。 

※１度に最高 5,000㎥まで。 

 

２ 
土砂等排出元証明書 

（様式第７号） 
有 

・土砂等の排出者の記名、押印がなされてい

るもの。 

※１度に最高 5,000 ㎥まで。 

 

３ 
検体試料採取調書 

（様式第８号） 
有 

  

４ 
土壌検査証明書 

（様式第９号） 
有 

計量士（計量法（平成４年法律第５１号）第

１２２条第１項の規定により登録された者で

あって、計量法施行規則（平成５年通商産業

省令第６９号）第５０条第１号に規定する環

境計量士（濃度関係）であるもの。）が発行

したものに限る。 

 

５ 

土壌検査の試料を採取

した位置図及び現況写

真 

無 

・位置図は、周辺の状況が判明できるもの。 

・現況写真は、排出場所の概ねの全景、及び採

取状況が撮影されたもの。 

1/100 

～ 

1/1,000 
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様式第６号（第１０条関係） 

 

土砂等搬入届出書 

 

年   月   日  

 

  みなかみ町長 あて 

 

住所 

届出者 氏名                    

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その

名称及び代表者の氏名） 

電話番号              

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定による許可に係る土砂等

の搬入を行いたいので、同条例第１０条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

許 可 を 受 け た 年 月 

日 及 び 許 可 の 番 号 
    年 月 日  みなかみ町指令   第   号 

今 回 の 届 出 に 関 す 

る 土 砂 等 の 排 出 場 

所 及 び 土 砂 等 を 

排 出 す る 者 

（排出場所） 

所在地 

工事名 

 

 

（排出する者） 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

搬 入 し よ う と す る 

土 砂 等 の 予 定 量 

 

合計            ｍ3     

添 付 書 類 
①土砂等排出元証明書（様式第７号） 

②土壌検査の試料を採取した位置図 

③土壌検査の試料を採取した現場写真 

④検体試料採取調書（様式第８号） 

⑤土壌検査証明書（様式第９号） 

 備考 この届出書は、土砂等を搬入しようとする日の１０日前までに提出すること。 
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様式第７号（第１０条関係） 

 

土砂等排出元証明書 

年   月   日  

 

 みなかみ町長 あて 

 

住  所 

土砂等の排出者 氏  名              

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その

名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定による許可を受けた特定

事業区域に搬入する土砂等は、次の工事施工場所から排出したものであること及び当該土砂等の性状が

基準に適合していることを証明します。 

工 事 名  

工 事 施 工 場 所  

工 事 発 注 者  

工 事 施 工 期 間    年  月  日 ～   年  月  日 

工事に係る土砂等の総排出量及び 

当該小規模特定事業区域搬入予定量 

総排出量        ㎥ 

当該小規模特定事業区域搬入予定量    ㎥ 

今回の証明に係る土砂等の排出量              ㎥ 

今回の証明に係る土砂等の性状 
第一種建設発生土 第二種建設発生土  

第三種建設発生土 

今 回 の 証 明 に 係 る 

土 砂 等 を 運 搬 す る 者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表

者の氏名） 

今回の証明に係る土砂等による 

埋立て等を行う小規模特定事業の 

許 可 を 受 け た 者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表

者の氏名） 

  備考  今回の証明に係る土砂等の性状の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に

関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１上欄の区分のうち該当するものを丸

で囲むこと。 

 



- 41 - 

 

様式第８号（第１０条、第１８条関係） 

 

検体試料採取調書 

年   月   日  

 

 

                    住  所 

               届出者  氏  名                

                          （法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及

び代表者の氏名） 

                     電話番号 

 

                    住所 

               採取者 所属 

                               職          氏名        

電話番号 

 

 別添の検査証明書の検体試料を次のとおり採取しました。 

検 体 区 分  

報 告 区 分 

土壌検査（搬入・定期・廃止・完了） 

 

 

水質検査（定期・廃止・完了） 

採 取 年 月 日  

採 取 時 の 天 候  

土壌検査の場合の 

採 取 深 度 
 

  備考 検体区分の欄には、この調書に係る土壌検査証明書又は水質検査証明書に記載された検体番号

等を記載すること。 
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様式第９号（第１０条、第１８条関係） 

土壌検査証明書 

年  月  日 

様 

分析機関名 

                                        代表者                          

所在地 

電話番号 

環境計量士                       

   年  月  日に依頼のあった検体について、土壌の汚染に係る環境基準について

（平成３年環境庁告示第４６号）付表に定める方法により検液を作成し、計量した結果を

次のとおり証明します。 

（検体番号   ） 

項目 単位 測定値 基準値 測定方法 

カドミウム ㎎／ℓ  0.003  

全シアン ㎎／ℓ  不検出  

有機燐 ㎎／ℓ  不検出  

鉛 ㎎／ℓ  0.01  

六価クロム ㎎／ℓ  0.02  

砒素 ㎎／ℓ  0.01  

総水銀 ㎎／ℓ  0.0005  

アルキル水銀 ㎎／ℓ  不検出  

PCB ㎎／ℓ  不検出  

ジクロロメタン ㎎／ℓ  0.02  

四塩化炭素 ㎎／ℓ  0.002  

クロロエチレン（別名塩化ビニル

又は塩化ビニルモノマー） 
㎎／ℓ  0.002  

1・2-ジクロロエタン ㎎／ℓ  0.004  

1・1-ジクロロエチレン ㎎／ℓ  0.1  

1・2-ジクロロエチレン ㎎／ℓ  0.04  

1・1・1-トリクロロエタン ㎎／ℓ  1  

1・1・2-トリクロロエタン ㎎／ℓ  0.006  

トリクロロエチレン ㎎／ℓ  0.01  

テトラクロロエチレン ㎎／ℓ  0.01  

1・3-ジクロロプロペン ㎎／ℓ  0.002  

チウラム ㎎／ℓ  0.006  

シマジン ㎎／ℓ  0.003  

チオベンカルブ ㎎／ℓ  0.02  

ベンゼン ㎎／ℓ  0.01  

セレン ㎎／ℓ  0.01  

ふっ素 ㎎／ℓ  0.8  

ほう素 ㎎／ℓ  1  

1・4-ジオキサン ㎎／ℓ  0.05  

農用地（田に限る。） 砒素 ㎎／㎏  15  含有 

試験 
銅  ㎎／㎏  125  

備考  
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別記５          車両の表示要領 

 

１ 根拠 

（１） 車両の表示（条例第１８条） 

許可等を受けた者は、車両を使用し、又は委託して小規模特定事業区域に土砂等を搬入すると

き（土砂等を排出する者が車両を使用し、又は委託して搬入するときを含む。）は、当該小規模

特定  事業に係る土砂等の搬入に供する車両である旨その他規則で定める事項を当該車両の見や

すい箇に表示し、又は表示させるよう努めなければならない。 

（２） 表示する事項（規則第２０条） 

① 小規模特定事業に係る土砂等の搬入の用に供する車両である旨 

② 小規模特定事業区域の所在地（小規模特定事業区域の所在地の全てを記載することができな

いときは、当該小規模特定事業区域を代表する所在地） 

④  小規模特定事業の許可を受けた者の氏名又は法人の名称 

⑤  小規模特定事業の許可番号 

⑤ 小規模特定事業区域に土砂等を運搬する者の氏名又は法人の名称 

 

２ 記載例 

みなかみ町許可土砂等搬入車両 
○搬入先（小規模特定事業区域） 

群馬県みなかみ町＊＊ ＊＊番地 

○許可事業者（申請者） 

○＊＊県＊＊市＊＊町＊＊番地（株）＊＊建設 

○許可番号第＊＊号 

○土砂等搬入業者 

○＊＊県＊＊市＊＊町＊＊番地（株）＊＊建設 

注 大きさは、規格Ａ３判（縦２９．７センチメートル以上、横４２．０センチメートル）以上とす

る 
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別記６     小規模特定事業施工管理台帳の取扱要領 

 

１ 根拠 

① 帳簿の記載（規則第１５条第１項） 

条例第１５条第１項の規定による帳簿の記載は、小規模特定事業施工管理台帳（様式第２０

号）により、毎日行うものとする。 

② 町への報告（規則第１５条第２項） 

条例第１５条第２項の規定による報告は、条例第７条第１項の許可を受けた日（再開したと

きは、再開した日。）から３月ごと（月の中途において当該許可を受けたとき（再開したとき

は、再開したとき。）は、当該許可を受けた日の属する月を１月とみなす。）に遅滞なく、

「小規模特定事業施工状況報告書（様式第１７号）」に当該期間の小規模特定事業施工管理台

帳の写しを添えて行うものとする。 

２ 使用する様式 

① 帳簿の記載は「小規模特定事業施工管理台帳（様式第１６号）」を使用する。 

②  町への報告は「小規模特定事業施工状況報告書（様式第１７号）」を使用する。 

３ 小規模特定事業施工管理台帳に記載する土砂等の数量（㎥） 

① 特定事業区域に搬入されるトラック１台毎に土砂等の数量（体積）を記載する。 

② 土砂等の単位重量は１．８ｔ／㎥とし、原則としてトラック１台当たりの土砂等の数量（㎥）

は下表のとおりとする。 

 

 

トラックの最大積載重量 土砂等の数量（㎥） 

２ｔ車 １．１㎥ 

４ｔ車 ２．２㎥ 

１０ｔ車 ５．６㎥ 

２２ｔ車 １２．２㎥ 

２４ｔ車 １３．３㎥ 

２６ｔ車 １４．４㎥ 

２９ｔ車 １６．１㎥ 

３６ｔ車 ２０．０㎥ 
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様式第１６号（第１５条関係） 
小規模特定事業施工管理台帳 

年  月  日（  ）  
 小規模特定事業の許可を受けた者の氏名又は法人の名称 
 小規模特定事業区域の位置及び面積                     ㎡ 
 土砂等埋立等区域の位置及び面積                      ㎡ 

記録者の氏名               
 

土砂等の搬入の時刻 搬入車両の登録番号 
土砂等を運搬した者の 
氏名又は法人の名称           

搬 入 車 両 の          
運 転 者 の 氏 名          

搬入した土砂等の          
数 量 （ ㎥ ）          土 砂 等 の 積 込 場 所 

 １       

 ２       

 ３       

 ４       

 ５       

 ６       

 ７       

 ８       

 ９       

１０       

１１       

１２       

１３       

１４       

１５       

１６       

１７       

１８       

１９       

２０       
 

施工作業の内容 
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様式第１７号（第１５条関係） 

 

小規模特定事業施工状況報告書 

年  月  日  

 みなかみ町長  あて 

  住  所                      

報告者 氏  名                      

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名）  

電話番号                      

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第１５条第２項の規定により、小規模特定事業

の施工の状況を次のとおり報告します。 

許 可 を 受 け た 年 月 日 

及 び 許 可 の 番 号 
年  月  日 みなかみ町指令  第    号 

小 規 模 特 定 事 業 区 域 の 面 積      ㎡（うち実施済みの面積    ㎡） 

小規模特定事業区域に搬入される土砂等の数量      ㎥（うち実施済みの数量    ㎥） 

今 回 の 報 告 に 係 る 期 間     年  月  日 ～   年  月  日 

排 出 場 所 ・ 工 事 名 等 
搬入予定

量（㎥） 

前回累計

量（㎥） 

今回報告

量（㎥） 

累 計 量     

（㎥） 

 
備  考 

 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

     
 
 

 

合    計 
 

     

 
 

 備考 今回の報告に係る期間の小規模特定事業施工管理台帳（別記様式１６号）の写しを添付すること。 
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別記７    小規模特定事業変更許可申請書の記載要領 

 

１ 使用する様式 

「小規模特定事業変更許可申請書（様式第４号）」を使用すること。 

２ 変更の内容 

条例第７条第２項第２号から同条同項第８号（下記参照）までの何れかに該当する事項を記載する

こと。 

① 埋立て等の目的 

② 小規模特定事業区域の位置及び面積 

③ 土砂等埋立等区域の位置及び面積 

④ 小規模特定事業を行う期間（延長する場合に限る） 

※期間を延長する場合は、最長１年。 

⑤ 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量（増加させる場合に限る） 

⑥ 小規模特定事業の施工に関する計画 

⑦ 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画 

３ 変更の理由 

変更に至った具体的な理由を記載すること。 

 

 

小規模特定事業変更許可申請書及び添付図面一覧 

書類

番号 
申請書・添付図面 

様 式

の 有

無 

作成上の留意事項及び明示する事項 縮尺等 

１ 
小規模特定事業変更許

可申請書（様式第４号） 
有 

別記１「小規模特定事業許可申請書の記載要

領」及び 別記７「小規模特定事業変更許可

申請書の記載要領」を参照のこと 

 

２ 添付図面  

① 変更に係る書類で、変更に応じた書類が

添付されていること。 

 

② 土砂等の数量の変更にあっては、当該数

量を算出するために用いた変更縦断図、

変更横断図及び変更容量計算書 

（図－８ Ｐ１５参照） 

 

③ 図面については、許可申請書に用いた図

面と同一の縮尺の図面とし、変更の内容

が容易に把握できるものであること。 
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様式第４号（第９条関係） 

 

小規模特定事業変更許可申請書 

年  月  日  

 みなかみ町長    様 

住  所                      

申請者 氏  名                      

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

電話番号                      

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第９条第１項の規定による変更の許可を受け

たいので、次のとおり申請します。 

 

許可を受けた年月日及び

許 可 の 番 号 

 

  年  月  日   みなかみ町指令 第     号 

 

変 更 の 内 容 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

備考 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則第７条第３項各号に掲げる書

類のうち変更に係る事項に関するものを添付すること。 

 

（ 裏 ） 

 

受付番号 
年  月  日 

第    号 

手数料欄 

許可番号 
年  月  日 

みなかみ町 指令第  号 
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別記８    小規模特定事業軽微変更届出書の記載要領 

１ 使用する様式 

「小規模特定事業軽微変更届出書（様式第５号）を使用すること。 

２ 軽微な変更の内容 

条例第７第２項の１号及び同条同項第９号、並びに規則第９条第２項第１号から第３号（下記参

照）までに掲げる事項。 

① 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

② 施工管理者の氏名及び住所 

③ 小規模特定事業の期間の変更（当該期間を短縮させるものに限る。） 

④ 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量の変更（当該土砂等を減少させるものに限る。） 

⑤ 小規模特定事業の施工計画の変更（前③、④に掲げる事項の変更に係るものに限る。） 

３ 届出の期日 

 当該変更のあった日から１４日以内。 

小規模特定事業軽微変更届出書及び添付図面一覧 

書類

番号 
申請書・添付図面 

様 式

の 有

無 

作成上の留意事項及び明示する事項 縮尺等 

１ 
小規模特定事業軽微変

更届出書（様式第５号） 
有 

  

２ 
小規模特定事業地位承継

届出書（様式第１４号） 
有 

地位承継した場合に限る。  

３ 
小規模特定事業の施工に関

する(変更)計画書（別記２） 
有 

小規模特定事業の期間の変更及び、特定事業区

域に搬入する土砂等の数量の変更に係るもの。 

 

４ 添付書類 有 

① 申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合に

は、住民票の写しを添付すること。 

② 法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏

名の変更の場合（法人の役員が新たに就任した就任したこと

によって、代表者の氏名に変更があった場合を除く。）にあ

っては、法人の登記事項証明書を添付すること。 

③ 法人の代表者が新たに就任した場合にあっては法人の登

記事項証明書及び当該代表者の住民票の写し、法人の役員

（法人の代表者を除く。）が新たに就任した場合にあっては

法人の役員に関する調書を添付すること。 

③ 土砂等の数量の変更にあっては、当該数量を算出す

るために 

用いた縦断図、横断図及び容量計算書。（図－５ Ｐ１８参

照） 
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様式第５号（第９条関係） 

 

小規模特定事業軽微変更届出書 

年  月  日  

 みなかみ町長 あて 

住  所                     

届出者 氏  名                     

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

電話番号                     

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定による許可を受けた事項

を変更したので、同条例第９条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

許可を受けた年月日及び

許可の番号 

 

  年  月  日  みなかみ町指令  第     号 

 

変 更 の 内 容 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変 更 年 月 日 
 

 備考 

  １ 申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合には、住民票の写しを添付すること。 

  ２ 法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏名の変更の場合にあっては、法人の

登記事項証明書を添付すること。 
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様式第１４号（第１３条関係） 

 

小規模特定事業地位承継届出書 

年  月  日  

 みなかみ町長 あて 

住  所                      

届出者 氏  名                      

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

電話番号                      

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の許可（同条例第９条第１項の変

更の許可を受けた場合にあっては、当該変更の許可を含む。）を受けた者の地位を承継したので、同条例

第１２条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

許可を受けた年月日及び許

可 の 番 号 
  年  月  日  みなかみ町指令 第     号 

承継前の許可を受けた者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

承 継 の 理 由  

承 継 年 月 日  

備考 承継の事実を証する書類を添付すること。 
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別記９     小規模特定事業完了届出書の記載要領 

 

１ 使用する様式 

「小規模特定事業完了届出書（様式第１１号）」を使用すること。 

２ 届出の期日 

小規模特定事業を完了した日から１０日以内。 

 

 

小規模特定事業完了届出書及び添付図面一覧 

 

書類

番号 
申請書・添付図面 

様 式

の 有

無 

作成上の留意事項及び明示する事項 縮尺等 

１ 
小規模特定事業完了届

出書（様式第１１号） 
有 

  

２ 

小規模特定区域の出来

形平面図、出来形断面

図及び面積計算書 

無 

出来形断面図は、出来形縦断図及び出来形 

横断図とする。 

 

３ 

土砂等埋立等区域の出

来形平面図、出来形断

面図及び面積計算書 

無 

４ 
埋立て等した土砂の出

来形容量計算書 
無 

土砂の容量は、出来形縦断図及び出来形横断

図より算出すること。（図－５ Ｐ１８参照） 

 

５ 出来形雨水等排水図 無 

排水施設の位置、規模、勾配及び水の流れの

方向及び吐口の位置が記載された図面。（排

水施設の種類、材料が記載されているこ

と。） 

 

６ 工事写真 無 
着工前、完成後の写真及び工事施工状況が確

認できる写真。 

 

７ 検査済証の写し － 
建築基準法により確認が必要な擁壁がある場

合には、検査済証の写し 
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様式第１１号（第１２条関係） 

 

小規模特定事業完了届出書 

年  月  日  

 みなかみ町長  あて 

住  所                      

届出者 氏  名                      

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名） 

電話番号                      

 

 みなかみ町土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定による許可（同条例第９条

第１項の変更の許可を受けた場合にあっては、当該変更の許可を含む。）に係る小規模特定事業を完了

したので、同条例第１１条第１項第１号の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

許可を受けた年月日

及 び 許 可 の 番 号 
  年  月  日   群馬県みなかみ町指令第     号 

計 画 期 間      年   月   日～    年  月  日まで 

完 了 年 月 日      年   月   日 

 備考 完了した小規模特定事業区域の出来形に関する図面を添付すること。 
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別記１０       擁壁の基準 

○建築基準法により確認が必要な擁壁については、「法令等に基づく許認可等を要するものである場

合にあっては、小規模特定事業が当該法令等に基づく許認可等を要するものであることを示す書

面」をもって確認します。 

○申請時に許可の決定がされていない場合は確認後速やかに確認済証の写しを提出して下さい。 

○小規模特定事業完了届書を提出する際には、検査済証の写しを提出して下さい。 

 

宅地造成等規制法施行令より抜粋 

 

（擁壁の構造） 

第６条前略・・・擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知石練積み造その他の練

積み造のものとしなければならない。 

（鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造） 

第７条前略・・・鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構造計算によって次

の各号に該当することを確かめたものでなければならない。 

１ 土圧、水圧及び自重（以下「土圧等」という。）によって擁壁が破壊されないこと。 

２ 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

３ 土圧等によって擁壁の基礎がすべらないこと。 

４ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

２ 前項の構造計算は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

１ 土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリートの許容

応力度を超えないことを確かめること。 

２ 土圧等によって擁壁の転倒モーメントが擁壁の安全モーメントの３分の２以下であることを確

かめること。 

３ 土圧等によって擁壁の基礎のすべり出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他

の抵抗力の３分の２以下であることを確かめること。 

４ 土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えないことを確かめる

こと。ただし、基礎杭を用いた場合においては、土圧等によって基礎杭に生ずる応力が基礎杭の

許容支持力を超えないことを確かめること。 

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

１ 土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧については、盛

土の土質に応じ別表第２の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値を用いることがで

きる。 

２ 鋼材、コンクリート及び地盤の許容応力度並びに基礎杭の許容支持力については、建築基準法

施行令（昭和２５年政令第３３８号）第９０条（表１を除く。）、第９１条、第９３条及び第９

４条中長期に生ずる力に対する許容応力度及び許容支持力に関する部分の例により計算された数

値。 

３ 擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力については、実況に応じて計算され
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た数値。ただし、その地盤の土質に応じ別表第３の摩擦係数を用いて計算された数値を用いるこ

とができる。 

（練積み造の擁壁の構造） 

第８条 第６条の規定による間知石練積み造その他の練積み造の擁壁の構造は、次に定めるところに

よらなければならない。 

１ 擁壁の勾配、高さ及び下端部分の厚さ（第１条第５項に規定する擁壁の前面の下端以下の擁壁

の部分の厚さをいう。別表第４において同じ。）が、崖の土質に応じ別表第４に定める基準に適

合し、かつ、擁壁の上端の厚さが、擁壁の設置される地盤の土質が、同表上欄の第１種又は第２

種に該当するものであるときは４０センチメートル以上、その他のものであるときは７０センチ

メートル以上であること。 

２ 石材その他の組積材は、控え長さを３０センチメートル以上とし、コンクリートを用いて一体

の擁壁とし、かつ、その背面に栗石、砂利又は砂利混じり砂で有効に裏込めすること。 

３ 前２号に定めるところによっても、崖の状況等によりはらみ出しその他の破壊のおそれがある

ときは、適当な間隔に鉄筋コンクリート造の控え壁を設ける等必要な措置を講ずること。 

４ 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁の前面の根入れの深さは、擁壁の設置される

地盤の土質が、別表第４上欄の第１種又は第２種に該当するものであるときは擁壁の高さの１０

０分の１５（その値が３５センチメートルに満たないときは、３５センチメートル）以上、その

他のものであるときは擁壁の高さの１００分の２０（その値が４５センチメートルに満たないと

きは、４５センチメートル）以上とし、かつ、擁壁には、一体の鉄筋コンクリート造又は無筋コ

ンクリート造で、擁壁の滑り及び沈下に対して安全である基礎を設けること。 

（設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行令の準用） 

第９条 第６条の規定による擁壁については、建築基準法施行令第３６条の３ から第３９条まで、第

５２条（第３項を除く。）、第７２条から第７５条まで及び第７９条の規定を準用する。 

（擁壁の水抜穴） 

第１０条 第６条の規定による擁壁には、その裏面の排水を良くするため、壁面の面積３平方メート

ル以内ごとに少なくとも一個の内径が７．５センチメートル以上の陶管その他これに類する耐水

性の材料を用いた水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏面の水抜穴の周辺その他必要な場所には、砂利

その他の資材を用いて透水層を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 56 - 

 

別表第２（第７条、第１９条関係） 

土 質 単位体積重量（１立方メートルにつき） 土圧係数 

砂利又は砂 １．８トン ０．３５ 

砂質土 １．７トン ０．４０ 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土 １．６トン ０．５０ 

 

別表第３（第７条、第１９条関係） 

土 質 摩擦係数 

岩、岩屑、砂利又は砂 ０．５ 

砂質土 ０．４ 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土（擁壁の基礎底面から少なくとも１５センチ

メートルまでの深さの土を砂利又は砂に置き換えた場合に限る。） 
０．３ 

 

別表第４（第８条関係） 

土 質 
擁 壁 

勾 配 高 さ 下端部分の厚さ 

第１種 

岩、岩屑、砂利

又は砂利混じ

り砂 

７０度を超え７５度以下 

２メートル以下 ４０センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
５０センチメートル以上 

６５度を超え７０度以下 

２メートル以下 ４０センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
４５センチメートル以上 

３メートルを超え

４メートル以下 
５０センチメートル以上 

６５度以下 

３メートル以下 ４０センチメートル以上 

３メートルを超え

４メートル以下 
４５センチメートル以上 

４メートルを超え

５メートル以下 
６０センチメートル以上 

第２種 

真砂土、関東

ローム、硬質

粘土その他こ

れらに類する

もの 

７０度を超え７５度以下 

２メートル以下 ５０センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
７０センチメートル以上 

６５度を超え７０度以下 

２メートル以下 ４５センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
６０センチメートル以上 

３メートルを超え

４メートル以下 
７５センチメートル以上 
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第２種 

真砂土、関東

ローム、硬質

粘土その他こ

れらに類する

もの 

６５度以下 

２メートル以下 ４０センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
５０センチメートル以上 

３メートルを超え

４メートル以下 
６５センチメートル以上 

４メートルを超え

５メートル以下 
８０センチメートル以上 

第３種 その他の土質 

７０度を超え７５度以下 

２メートル以下 ８５センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
９０センチメートル以上 

６５度を超え７０度以下 

２メートル以下 ７５センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
８５センチメートル以上 

３メートルを超え

４メートル以下 
１０５センチメートル以上 

６５度以下 

２メートル以下 ７０センチメートル以上 

２メートルを超え

３メートル以下 
８０センチメートル以上 

３メートルを超え

４メートル以下 
９５センチメートル以上 

４メートルを超え

５メートル以下 
１２０センチメートル以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


